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Ⅱ 調査結果の概要 

 

 １ 農林業経営体 

 （１）農林業経営体数 

平成22年の農林業経営体数は，5万5,451経営体で，前回調査の平成17年に比べ9,013
経営体（14.0％）減少した。 
このうち，農業経営体は 5 万 5,387 経営体，林業経営体は 717 経営体となり，前回調

査に比べそれぞれ 8,938 経営体（13.9％），323 経営体（31.1％）減少した。 
 

表１ 農林業経営体数（単位：経営体） 

    

農業経営体 林業経営体

平成２２年 55,451 55,387 717

平成１７年 64,464 64,325 1,040

増減数 △ 9,013 △ 8,938 △ 323

増減率（％）

（平成22/17) △ 14.0 △ 13.9 △ 31.1

構成比（％）

平成２２年 100.0 99.9 1.3

平成１７年 100.0 99.8 1.6

区分
農林業
経営体

 

 
 （２）組織形態別経営体数 

    農林業経営体を組織形態別にみると，法人化している経営体は 681 経営体（構成比

1.2%）で，前回調査に比べ 72 経営体（11.8%）増加した。うち，農事組合法人は 121
経営体で，前回調査に比べ 58 経営体(92.1%)の増となった。 

 

表２ 農林業経営体 組織形態別経営体数（単位：経営体） 

 

 

※農業と林業を重複して行う 
経営体があるため，合計と 
内訳は一致しない 
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２ 農家 

（１）総農家数 

総農家数は 7万 3,716 戸で前回調査に比べ 8,266 戸（10.1％）減少した。 

    このうち，販売農家数は 5万 4,462 戸で前回調査に比べ 9,212 戸（14.5％）減少した

が，自給的農家数は 1万 9,254 戸で前回調査に比べて 946 戸（5.2％）増加した。 

 

表３ 総農家数（単位：戸） 

 

    
 
図１ 総農家数の推移 
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（２）経営耕地面積規模別農家数（販売農家） 
経営耕地面積規模別に販売農家数をみると，0.3～1.0ha の階層が全体の 41.9%を占め

ている。この，0.3～1.0ha の階層は 2 万 2,796 戸で前回調査に比べ 6,236 戸（21.5%）

減少した。 
また，1.0～2.0ha の階層は 1 万 7,909 戸で前回調査に比べ 2,693 戸（13.1%）の減少，

2.0～3.0ha の階層は 6,959 戸で前回調査に比べ 693 戸（9.1%）の減少等，経営耕地面

積規模の小さな販売農家の数が減少となった。 
一方，3.0～5.0ha の階層は 4,022 戸で前回調査に比べ 288 戸（7.7%）の増加，5.0～

10.0ha の階層は 1,456 戸で 322 戸（28.4%）の増加等，3.0ha を分岐点として経営耕地

面積規模の大きな販売農家の増加がみられた。 
 
表４ 経営耕地面積規模別販売農家数（単位：戸） 

 
 

図２ 経営耕地面積規模別販売農家数の増減率（22 年/17 年） 
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（３）主副業別農家数（販売農家） 

   販売農家 5万 4,462 戸を主業・副業別にみると，主業農家は 1万 5,544 戸で前回調査

に比べ2,182戸（12.3％），準主業農家は1万2,757戸で前回調査に比べ3,111戸（19.6％），

副業的農家は 2万 6,161 戸で前回調査に比べ 3,919 戸（13.0％）それぞれ減少した。 

   また，販売農家の主業・副業別構成比は主業農家が 28.5％，準主業農家が 23.4％，

副業的農家が 48.0％となり，前回調査に比べ主業農家で 0.7 ポイント，副業的農家で

0.8 ポイントそれぞれ増加した。 

 

表５ 主副業別販売農家数（単位：戸） 

    

 

図３ 主副業別販売農家戸数の推移 
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（４）農産物販売金額規模別農家数（販売農家） 

    農産物の販売金額規模別に販売農家数みると，100～500 万円の階層が全体の 32.8％

を占めている。 

    この 100～500 万円の階層は 1 万 7,866 戸で前回調査に比べ 3,746 戸（17.3%）の     

減少となった。また，500～1,000 万円の階層は 5,162 戸で前回調査に比べ 1,096 戸

（17.5％）の減少となるなど，すべての金額階層で減少となった。 

 

表６ 農産物販売金額規模別販売農家数（単位：戸） 

 

 

図４ 農産物販売金額規模別販売農家数の増減率（22 年/17 年） 
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（５）専兼業別農家数（販売農家） 

   販売農家を専業・副業別にみると，専業農家は 1万 4,075 戸で前回調査に比べ 297 戸

（2.1％）減少した。 

   兼業農家では，第 1 種兼業農家が 1 万 269 戸で前回調査に比べ 182 戸（1.7％）の減

少，第 2種専業農家が 3万 118 戸で前回調査に比べ 8,733 戸（22.5％）の減少となった。 

   販売農家の専兼業別の構成比は，専業農家 25.8％，第 1 種兼業農家が 18.9％で，   

前回調査に比べそれぞれ 3.2 ポイント，2.5 ポイント増加した。 

 

表７ 専兼業別販売農家数（単位：戸） 

 

 

図５ 専兼業別販売農家数の推移 
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３ 農業就業構造 

 （１）農業従事者数（販売農家） 

    販売農家における農業従事者（15 歳以上の世帯員のうち調査期日前 1年間に農業に従

事した世帯員）は，15万 1,126 人で前回調査に比べ 3万 174 人（16.6%）減少した。 

 

表８ 販売農家における農業従事者数（単位：人） 

    

 

 （２）農業就業人口（販売農家） 

販売農家の農業就業人口（農業に従事した世帯員のうち，農業のみに従事と，農業と

その他の仕事に従事したが農業が主の世帯員）は 9 万 3,901 人で前回調査に比べ 2 万

4,713 人（20.8％）の減少となった。 

男女別では，男性が4万6,869人，女性が4万7,032人で，前回調査に比べ男性が9,207

人（16.4％），女性が 1万 5,506 人（24.8％）それぞれ減少した。 

年齢階層別では，65 歳以上が 5 万 3,699 人で全体の 57.2％を占めており，この年齢

層が占める割合は 5 年前に比べ 2.6 ポイント増加した。 

また，平均年齢は 64.8 歳で前回調査に比べ 2.1 歳上昇した。 

 

表９ 販売農家における農業就業人口（単位：人） 
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図６ 販売農家における農業就業人口（年齢階層別）の推移 
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 （３）基幹的農業従事者数（販売農家） 

    販売農家における基幹的農業従業者（調査期日前１年間の普段の状態が自営農業が主

であった者）は７万 8,904 人で，前回調査に比べ 9,314 人（10.6%）減少した。 

 

表１０ 販売農家における基幹的農業従事者数（単位：人） 

     

144,460 

135,654 

118,614 

93,901 
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４ 耕地 

 （１）経営耕地面積等（販売農家） 

    販売農家で経営耕地のある 5 万 4,284 戸の経営耕地総面積は，8万 6,698ha で前回調

査に比べ 3,117ha（3.5％）の減少となった。また，販売農家 1戸当たりの経営耕地面積

は，159.7a で前回調査に比べ 18.6a（13.2％）増加した。 

    耕地種類別では，田が 5万 7,350ha と前回調査に比べ 1,414ha（2.4％）の減少，畑が    

2 万 6,237ha で前回調査に比べ 1,302ha（4.7％）の減少，樹園地が 3,111ha で前回調査

に比べ 401ha（11.4％）の減少となった。 

 

表１１ 販売農家における経営耕地面積の状況 

     

 

図７ 販売農家における１戸当たり経営耕地面積及び経営耕地総面積の推移 
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（２）借入耕地面積（販売農家） 

    販売農家における借入耕地面積は 2 万 2,756ha で，前回調査に比べ 3,088ha（15.7%）   

増加し，経営耕地総面積に占める割合は 26.2%となった。 
    また，借入耕地のある販売農家 1 戸当たりの借入耕地面積は 112.6a となり，前回調

査に比べ 22.9a（25.5%）増加した。 
 
表１２ 販売農家における借入地の状況 

 
 

図８ 借入耕地のある販売農家１戸当たりの借入耕地面積 
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 （３）耕作放棄地面積 

    耕作放棄地面積は 1万 7,963ha で前回調査に比べ 905ha（5.3％）増加しているが，増

加のペースは次第に緩やかになっている。 

    販売農家の耕作放棄地は 5,963ha で前回調査に比べ 859ha（12.6％）の減少，自給的

農家の耕作放棄地は 3,232ha で前回調査に比べ 462ha（16.7％）の増加，土地持ち非農

家の耕作放棄地は 8,769ha で前回調査に比べ 1,303ha（17.5％）の増加となった。 
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表１３ 耕作放棄地面積の推移（単位：ｈａ） 

    
 
図９ 耕作放棄地面積の推移 
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５ 農業生産 

 （１）作物・果樹（販売農家） 

    販売目的で作付けをした販売農家数は，5万 455 戸であった。 

    また，販売目的で果樹を栽培した販売農家数は 3,384 戸であった。 

 

表１４ 販売目的で作付けをした農家数（単位：戸） 

 
 

（２）家畜（農業経営体） 

    家畜の飼養経営体数は，ブロイラー出荷経営体が前回調査と同数だった他は，各畜種

とも減少した。飼養頭数等は，肉用牛及びブロイラーで前回調査より減少したが，その

他の畜種は増加した。 
    また，1 経営体当たりの家畜の飼養（出荷）頭羽数は，乳用牛が 47.4 頭，肉用牛が

83.2 頭，豚が 1,689.5 頭，採卵鶏が 470.3 百羽，ブロイラーが 1,713.8 百羽となり，    

前回調査と比べると，肉用牛，ブロイラー以外の畜種では規模拡大が進んだ。 
 
表１５ 家畜の飼養頭数等の推移（単位 経営体数：経営体，頭羽数：頭・百羽） 

飼養
経営体数

飼養
頭数

1経営体当た
り飼養頭数

飼養
経営体数

飼養
頭数

1経営体当た
り飼養頭数

2,126 66,761 31.4 686 45,807 66.8

1,503 55,124 36.7 519 38,305 73.8

1,145 47,717 41.7 455 40,246 88.5

869 41,184 47.4 444 36,924 83.2

実数 △ 623 △ 11,637 5.3 △ 167 △ 7,502 7.0

率(%) △ 29.3 △ 17.4 16.9 △ 24.3 △ 16.4 10.5

実数 △ 358 △ 7,407 5.0 △ 64 1,941 14.7

率(%) △ 23.8 △ 13.4 13.6 △ 12.3 5.1 19.9

実数 △ 276 △ 6,533 5.7 △ 11 △ 3,322 △ 5.3

率(%) △ 24.1 △ 13.7 13.7 △ 2.4 △ 8.3 △ 6.0

増
減

7年⇒12年

12年⇒17年

17年⇒22年

乳用牛 肉用牛

実
数

平成７年

平成１２年

平成１７年

平成２２年

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 - 20 - 

 
 

図１０ 乳用牛，肉用牛 1経営体当たり飼養頭数    
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図１１ 豚 1経営体当たり飼養頭数 
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図１２ 採卵鶏，ブロイラー1経営体当たり飼養（出荷）羽数 
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（３）環境保全型農業への取組（販売農家） 
  環境保全型農業（化学肥料の低減，農薬の低減，堆肥による土作りのうち，1 つ以上

に取り組む農業）に取り組む販売農家数は 2 万 5,230 戸で，販売農家全体の 46.3%を占

めている。 
環境保全型農業に取り組む販売農家の割合を前回調査と比べると，2.7 ポイント上昇

した。 
 
表１６ 環境保全型農業への取組状況（単位：戸） 
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図１３ 販売農家の環境保全型農業への取組状況 
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 （４）農業生産関連事業の取組（農業経営体・販売農家） 

    農業生産関連事業（農産物の加工，直売，観光農園等）を行っている農業経営体は，

1 万 2,709 経営体で農業経営体全体の 22.9%を占めており，前回調査に比べ 0.4 ポイン

ト上昇した。 

    これを販売農家についてみると，農業生産関連事業を行っている農家は 1万 2,478 戸

で，販売農家全体の 22.9％を占めており，前回調査に比べ 0.4 ポイント上昇した。 

    事業種別では，消費者に直接販売が 1万 2,059 戸で前回調査に比べ 1,860 戸（13.4%）   

減少した一方，貸農園・体験農園が 238 戸で 67戸（39.2%）の増加となった。 

 

表１７ 農業生産関連事業への取組（単位：経営体，戸） 
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